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研究成果の概要：わが国の産学官連携政策の焦点は、単なる技術移転から総合的な知的財産マ

ネジメントに移行しており、沖縄においても、沖縄ＴＬＯの設立や沖縄地域知的財産戦略本部

の設置など、数多くの施策が実施されている。しかし、本土と比較して、高度知財人材が不足

しており、今後、沖縄の地域特性である亜熱帯島嶼資源及びＩＴ施策の戦略的マネジメントを

迅速に確立し、地域イノベーションを創出することが期待されている。 
 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
２００６年度 1,400,000 0 1,400,000 

２００７年度 1,200,000 360,000 1,560,000 

２００８年度 800,000 240,000 1,040,000 

年度  

  年度  

総 計 3,400,000 600,000 4,000,000 

 
 
研究分野：社会科学 
科研費の分科・細目：経営学・経営学 
キーワード：産学官連携・沖縄・知的財産・イノベーション・コンテンツ・e-learning 
 
１．研究開始当初の背景 
(1) わが国における技術移転を中心にした産

学官連携政策が沖縄にも浸透し、沖縄Ｔ
ＬＯの設立、琉球大学における知的財産
本部の設立などがみられたものの、知的
財産に関する意識は依然として乏しく、
沖縄の地域特性を反映した戦略的マネジ
メントが望まれていた。 

(2) 一方で、オープン・イノベーションの視
点から産学官連携モデルの学術的な評価
が期待されていた。 

(3) 沖縄の知的財産政策への政策提言のきば
んとなる調査研究が極めて乏しかった。 

(4) 観光資源と知的財産政策の関連性に関す
る議論が開始されたばかりであり、コン
テンツ・ツーリズム、知財ツーリズム等
の新たな展開が期待されていた。 

 
２．研究の目的 
(1) 平成 15 年度～平成 16 年度科学研究費補

助金基盤研究(C)「沖縄における産学官連
携組織の戦略的マネジメントの研究：次
世代型ＴＬＯの探究」の研究成果を踏ま
えて、調査研究対象をＴＬＯだけでなく、
総合的知的財産マネジメントにまで広げ
る。 
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(2) 産学官連携モデルの比較研究により、沖
縄の地域特性を活かしたイノベーション
の創出モデルを明らかにする。 

(3) 知的財産の戦略的活用方法と沖縄ブラン
ド構築に向けた政策提言を行う。 

(4) 産学官連携による、島嶼地域や地方にお
ける、高度知財人材の戦略的育成プログ
ラムの開発を行う。 

(5) 島嶼・過疎地域の知財関連教育における
ハワイ大学との連携および e-learning の
可能性を探る。 

 
３．研究の方法 
(1) 産学官連携に関する国内・海外の会議・

学会・関連機関の視察を行う。 
(2) 研究者、実務家、政策担当者とのインタ

ビューを行う。 
(3) 地域特性・地域資源の比較分析を行う。 
(4) 観光資源としての知的財産の可能性を実

態調査から分析する。 
(5) 上記の結果をイノベーションに関する先

行研究と比較しながら、沖縄の地域イノ
ベーションに結びつく知的財産マネジメ
ントへの提言を整理する。 

 
 
４．研究成果 
 

研究成果のうち、沖縄の地域特性に関連す
る提言を以下に整理しておきたい。 
 
(1) 沖縄におけるＴＬＯ活動 

 
沖縄ＴＬＯへの期待は大きいが、本来のラ

イセンス収入が入るまでにはまだ時間を要
するため、受託研究やコンサルタンティング
など、知的財産に関する総合的な業務と啓蒙
活動にまで業務範囲を広げざるを得ない。沖
縄単独での活動から県外ＴＬＯとの広域ネ
ットワークが形成されつつあり、コラボレー
ション効果が期待できる。 

次に、高度知的財産人材の早期確保並びに
養成が依然として大きな課題である。先導的
なＴＬＯにマネジメントのノウハウを学ぶ
一方で、沖縄独自の海洋資源・亜熱帯資源の
知的財産化のために、同じ島嶼環境にあるハ
ワイ大学の技術移転に学ぶことも肝要であ
ろう。 

第三に、従来の知的財産本部が産学官連携
推進機構に組織変更したことから、さらなる
役割分担と共同のありかたを検討する必要
があるだろう。開学が予定されている沖縄科
学技術大学院大学の先端的なシーズを基に
したイノベーション創出モデルのシミュレ
ーションも課題となろう。 

第四に、琉球大学医学部における沖縄野菜
の健康に及ぼす影響のエビデンスや、熱帯生

物研究センターのさんご礁・熱帯魚に関する
研究など、学術的に高く評価されながらもビ
ジネスモデルを構築できない研究者が存在
している。これらのシーズを的確に把握し、
イノベーション創出に結実させていくマネ
ジメント能力とマーケティング能力があら
ためて問われている。 
 

(2) 沖縄のコンテンツ関連政策 
 
わが国の地域知的財産推進計画ないし方

策には、コンテンツに関する事業はほとんど
みられず、特許や商標、地域ブランド等、産
業財産権に関わる事業が大半を占めている。 
沖縄も例外ではなく、1998 年に発表された

沖縄マルチメディアアイランド構想以降、コ
ンテンツという用語は普及したものの、沖縄
地域知的財産推進計画にはまったくといっ
ていいほど織り込まれることはなく、沖縄県
の情報通信関連政策においても表面的に触
れられている程度である。 
おそらく、地方の政策に携わる委員や有識

者に、コンテンツ分野を理解できるメンバー
がほとんどいないこと、仮にいたとしても、
他の委員や政策立案者にその経済的・文化的
重要性や意義を分かりやすく伝えることは
非常に困難であろう。高学歴・高年齢の有識
者にとっては、文化とはいわゆる高級文化
(High Culture)を指し、マンガやアニメなど
の大衆文化(Pop Culture)に関してはいまだ
に偏見を持っていることも多いからである。
また、政策立案にあたっては、議論の対象が、
雇用や税収など、経済的効果を推測しやすい
分野に収斂する傾向が強い。 
しかし、わが国がコンテンツ大国を目指す

というのであれば、全国津々浦々の地域コン
テンツ資源を発掘し活用する創造的高度地
域コンテンツ人材が不可欠であろう。コンテ
ンツ製作の現場が首都圏や都市圏に集中し
ていることから、地域コンテンツの発掘・開
発・創造・活用に携わる人材の確保や育成は、
特に、地方では喫緊の課題である。 
沖縄は亜熱帯の自然、独自の文化・歴史を

もち、芸能音楽が盛んであることから、県
外・海外からコンテンツ資源の宝庫とみなさ
れている。これらの潜在的なコンテンツ資源
を顕在化し、さらには新たなコンテンツを創
造し、活用するためには依然として解決すべ
き課題が山積みである。しかし、これらの課
題を創造的に解決することは、知的財産重視、
ユビキタス化、および観光立国に関連する諸
政策が推進される中で、沖縄の経済・文化的
な価値を高めるだけではなく、政治的なパワ
ーの創造にもつながる総合的地域価値創造
戦略につながるのではないだろうか。 
 
 



 

 

(3) コンテンツによる地域イノベーション 
 
 科学技術によるイノベーションだけでな
く、文化・芸術、さらには教育も含めたコン
テンツによるイノベーションを地域振興や
再生のビジョンに組み込むことも必要とな
るだろう。県内には、現代版組踊「肝高の阿
麻和利」実現のプロセスで、疲弊していた地
域が再生した例もみられる。このように、コ
ンテンツを中核とした地域イノベーション
の可能性は大きい。 

わが国の知的財産政策やイノベーション
政策の源は 1995 年に策定された科学技術基
本法であり、これを起点として産学連携や知
的財産施策が推進されることとなる。科学技
術によって特許を取得し、事業化に結びつけ
るスキームである。コンテンツが注目される
契機となったのは、2002 年の知的財産戦略大
綱においてであり、国レベルで初めて海外で
人気となっているマンガやアニメに言及し
た。それまでは、産学（官）連携も理工医学
部が中心であり、文系や芸術系の学部がその
対象として検討され始めたのは最近のこと
である。 
 したがって、海外の事例に学び、映画やア
ニメ、マンガなどコンテンツによる地域再生
の政策的意義が議論されるには時間を要し
た。 
沖縄でも 2009 年に国際映画祭やアンチー

ブ（フランス）で実施されている国際水中映
像祭が予定されている。政策担当者や関係者
には、ビジネス・チャンスと教育機会につな
がるような運営を期待したい。その一手段と
して、マルチメディアアイランド構想以降、
整備されてきた情報基盤やマルチメディア
関連施設の分散協調型の運用が有効であろ
う。 
 
(4) 創造型ツーリズムの可能性 
 

沖縄は観光立県を目指しており、ビジット
1000 万人計画を実施中である。しかしながら、
従来は客単価が低いことから、高付加価値型
の観光モデルの開発が急務となっている。そ
の一つがコンテンツ・ツーリズムであり、そ
の延長線上に創造型ツーリズムが考えられ
る。 

観光にコンテンツを活用するには、「消費」
から「創造」への意識転換が必要となる。従
来のように、単に時間を消費するだけの観光
から、自ら価値を生み出す創造型の観光への
パラダイム・シフトである。何かを消費する
ことに価値を見出すのではなく、創造や社会
への貢献、環境への貢献活動そのものに価値
を見出す観光に着目することは、観光そのも
ののイノベーションにつながる。 

従来型であれば、単にロケを誘致する、あ

るいは映画やドラマなどのロケ地や関連す
る場所を紹介するなど、コンテンツ・ツーリ
ズムは消費型行為の誘発にとどまっていた。
しかしながら、最近では、観光のあり方も、
単に名所旧跡を巡ったり、自然やスポーツを
楽しむ消費型に加えて、技能の習得や文化学
習、地域体験やエコツーリズム等、創造的な
行為や体験に価値を見出すケースが増えつ
つある。 
この現象を戦略的に研究し、創造的行為が

価値を生み出すプロセスを明らかにした上
で、地域イノベーションを誘発するシステム
を開発することが、調和のとれた持続的な地
域の発展に結実するのではないだろうか。 
  
(5) 沖縄マルチメディアアイランド構想の政

策評価 
 
①概要 
 
 沖縄の振興計画の一環として、1998 年に情
報通信技術を中核とした政策、「沖縄マルチ
メディアアイランド構想」が策定された。沖
縄経済が、復帰後も長期にわたり、基地、公
共工事、および観光・リゾートのいわゆる３
K に依存しており、脆弱な産業基盤、厳しい
財政事情やグローバリゼーション、人口増加
にも関わらず雇用機会が少ないことから、新
しいリーディング産業が強く求められてき
た。この状況の中、情報通信技術によって、
単に産業創成にとどまらず、教育や医療など
島嶼県固有の諸問題を解決することを図っ
た政策が、マルチメディアアイランド構想で
ある。 
 とりわけ、雇用に関しては、10 年後、日本
の IT 従事者の１％を沖縄で生み出すことを
狙いとして、約 25,000 人という数値目標が
定められた。段階的に、コールセンターに代
表される情報サービス企業の誘致、コンテン
ツ産業の育成、および高度なソフト開発を促
進し、アジアの情報ハブとなることが期待さ
れていた。 
 結果として、基地従業員数を上回る雇用が
生まれたが、その多くがコールセンターの誘
致によるものである。コンテンツ関連企業は
雇用創出効果が小さいこと、また、県内でコ
ンテンツ人材を迅速に育成することが極め
て困難であり、知的財産の処理やコンテンツ
の取引の専門家がほとんどいないことなど
から、政策的な重点的取組の対象は、さらに
コールセンターを誘致・集積し、その高度化
を図ること、また、沖縄を BPO（ビジネス・
プロセス・アウトソーシング）の拠点とする
ことにおかれている。 
 沖縄県では、今後、2万４千人規模の IT 津
梁パークの開発が計画されている。しかし、
それだけの高度 IT 人材を沖縄で迅速に育成



 

 

することは困難であり、財政逼迫と厳しい事
業評価の中で、投下資本対効果、現実を反映
した、県民にとってメリットの大きな政策が
望まれている。 
 
②産学官連携によるＩＴ高度人材育成と課
題 
 
沖縄県ではＩＴ高度人材育成についても数
多くの関連事業が展開されている。しかしな
がら、その多くが技術者の育成であり、コン
テンツ分野や知的財産を含めた事業化につ
いての人材育成には顕著な取組はみられな
い。 
 例えば、沖縄 IT 高度人材育成コンソーシ
アムが 2006 年 6月から 2007 年 1月にかけて
実施した、ＩＴ高度人材育成講座においても、
開講されているコースは、運営管理エンジニ
ア、データベースエンジニア、アプリケーシ
ョン開発エンジニア、コンテンツ開発エンジ
ニア、ネットワークエンジニア、セキュリテ
ィエンジニア、カスタマーサポートエンジニ
ア、プロフェッショナルスキルエンジニア、
及び組込み系開発エンジニアの各コースで
あり、エンジニアの育成を目的とした内容と
なっている。事業の一環として開催された、
OKINAWA Creative Forum  「Web 2.0 時代の
ネットビジネス＆コンテンツビジネス」
（2006 年 6 月 30 日開催）や「クリエイター
vs プロデューサー～CATMAN・青池良輔氏と
やわらか戦車・高山晃氏を迎えて～」（2007
年 2 月 23 日開催）は多少なりともコンテン
ツの事業化やクリエーターの育成と活用に
関連してはいるものの、あくまでもフォーラ
ムであり、政策関係者や実業家、クリエータ
ーたちにコンテンツ政策の重要性や課題に
ついて啓蒙する場とはなっていないようで
ある。 
 また、琉球大学工学部が中心となって実施
している産学官連携事業、「先進・実践結合
型ＩＴ産業人材養成：APITT(Advanced and 
Practical IT Training)」においても、その
対象がシステム開発分野、ネットワーク構築
分野、およびプロジェクトマネジメント分野
に限られている。ただし、養成レベルが三段
階想定されており、第一段階では技術スペシ
ャリストの養成、第二段階では企業内リーダ
ーの養成、そして第三段階では地域のビジョ
ンを有する業界リーダーの養成が謳われて
いることから、今後、最終段階のカリキュラ
ムに地域コンテンツや知的財産マネジメン
トが採用される可能性が残されている。とり
わけ知的財産教育の高度化は喫緊の課題で
ある。 
 
 
(6) ハワイ大学と連携した人材育成 

沖縄とハワイは非常に類似した環境にあ
り、観光以外に大きな産業をもたないことか
ら、高度観光人材の育成がかねてより喫緊の
課題となっている。いずれも、先端的な分野
で人材を育成してもそれに見合った職がな
いために、頭脳流出、人材流出が続いてきた。 
しかし、観光立国宣言を受けて、グローバル
化に対応したユニークな観光系学部が 2009
年 4 月に誕生した。その特色の一つが、ハワ
イ大学との連携であり、e-Learning の積極
的な活用である。ハワイ大学は、ハワイ諸島
のみならず南太平洋地域の教育にも関わっ
ており、その手段として早くから遠隔教育 
に取り組んできた。その先駆的な事例に学び、
いっそう連携を強化することにより、琉球大
学がアジア・太平洋地域の観光・環境教育の
e-Learning 拠点となることが、ハワイ大学
と共通に掲げるビジョンである。 
 高度観光人材の早期育成,政策的な情報通
信技術の利活用促進ならびに観光立国宣言,
沖縄と気候・文化・歴史などが類似 
しており昔から密接な関係にあるハワイ大
学からの要請,e-Learning の質保証や国際
的な単位互換による国際連携の推進など,ア
ジア・太平洋のクロスロードに位置し,南に
開かれた琉球大学へのニーズは高まる一方
である。それに応えていくために解決すべき
課題は多いが,まずは,伝統や習慣にあまり 
とらわれることのない新しい観光産業科学
部で,Web2。0 時代の情報通信技術を積極的
に活用する新しい講義スタイルを確立して,
革新的な観光教育の開発に取組むことは,大
学全体にわたるイノベーション,地域や社会
のイノベーションにつながっていくのでは
ないだろうか。 
地方や島嶼地域において,地域イノベーシ

ョンや地域再生に携わる高度人材の育成は
喫緊の課題であり,ハワイとの産学官連携に
おいて、e-learning はより重要性を増すもの
といえる。 
 

(7) 知的財産の戦略的マネジメントに向けて 
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を担う高度人材育成が危急の課題となって
いる。これらに関わる政策評価や学術的分析
は、沖縄県内の大学のみならず、産業界や行
政側からも成果の迅速なフィードバックが
期待されている。 

また、イノベーションと知的財産は、文理
融合の新分野を形成しつつあり、超学際的な
調査研究方法の確立が求められている。持続
可能なイノベーションの創出と事業化の戦
略的マネジメント、およびその評価・検証は、
アメリカ経営学会、産学官連携関係者が参加
する TRIPLE HELIX Ⅵ（2007：シンガポール）
や TRIPLE HELIX SUMMIT（2008：ハワイ）、中
国技術経営会議(2008)などの国際会議にお
いても、重要なテーマとなっており、国際的
にも注目度の高い領域となっている。 

とりわけ、地域イノベーション創出に向け
た科学技術と文化・芸術の相互作用と、貧困
や環境問題等、グローバルな問題解決を目的
とした産学官連携マネジメントは発展途上
の領域であり、2009 年 6月開催予定の TRIPLE 
HELIX Ⅶ（グラスゴー）の分科会テーマとな
っている。 
 かつて、目的無き産学官連携と揶揄された
時期もあったが、近年、その方向性が、イノ
ベーションの創出、地域再生、そしてグロー
バルな諸問題の解決に集約されつつある。こ
れらを実現するための、より効率的な産学官
連携とイノベーションの戦略的マネジメン
トが問われている。 
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